













スとネットワーク形態の NPM―病院 PFI をケース・スタディとして―」
（３）今井 久「デンマークの幸福度：日本との比較」の３編の論稿を
用意しました。２１世紀の今日において，経営や経済の世界が単に私的領
域のものではなく，全社会的な意義を有するものとなってきていること
から，その公共的意味を検討することを試みたものです。
そしてまた本誌では，（４）土屋迅行「自治体における監視制度に関
する考察」，（５）楊 娜「人材派遣による日本企業の変質」，（６）渡邉
高永「給与所得控除の本質と当該控除縮減による制度効果」の３本を
「課程修了者の優秀論文」として掲載しました。このうち土屋迅行の論
稿は，平成２１年度の山梨学院大学創立者古屋賞を受賞した修士論文をリ
ライトしたものです。また楊娜と渡邉高永の２つの論稿は，平成２１年度
のスチューデント・オブ・ザ・イヤー賞学術賞を受賞した優秀な修士論
文をリライトしたものです。この３論文は６万字以上の修士論文を２分
の１から３分の１まで圧縮して，書き直したものです。そういう意味で
は修士論文から独立した論文であるということができます。
さて，本号には「『研究年報 社会科学研究』編集発行規程」と「『研
究年報 社会科学研究』執筆要項」を昨年に引き続いて掲載しておりま
す。本誌の目的は，主として公共政策に関する理論的・実践的研究，及
び資料等の発表に充て，次に掲げる者が寄稿できるとしました。
１
（ａ）現に本研究科の専任・兼担・兼任である教員。
（ｂ）過去に本研究科の専任・兼担・兼任教員であった者。
（ｃ）上記（ａ），（ｂ）の共同執筆者。
（ｄ）過年度の大学院修了者のうち，研究科委員会が推薦した者。
（ｅ）編集委員会として特別寄稿を依頼する者。
（ｆ）その他，編集委員会が認めた者。
また掲載する原稿は研究論稿（研究ノート，研究資料を含む），調査
報告，研究集会類の記録，翻訳，書評，雑報（研究科の状況紹介，事業
参加レポート，誤植・誤記訂正など）とし，未発表のものに限る，とし
ました。
本誌の執筆に参考にしていただきたいと存じます。
山梨学院大学大学院社会科学研究科における教育研究活動がなお一層
発展することを願ってここに刊行の辞に代えたいと思います。
（編集委員会）
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